××年4月21日
会　計　監　査　人　の　評　価　調　書
○○株式会社
監査役会
第１　監査法人の品質管理
	1-1　監査法人の品質管理に問題はないか。

	· 監査法人の品質管理システムについては、××年10月9日に実施の「会社計算規則第131条に基づく監査役等への通知事項」にて説明を受け、監査チームにもヒアリングを行い確認した。
➢　上記から、品質管理について問題がないと判断した。



	1-2　監査法人から、日本公認会計士協会による品質管理レビュー結果及び公認会計士・監査審査会による検査結果を聴取した結果、問題はないか。

	· ××年10月9日に協会による「品質管理レビュー」を受け、結果は「限定事項のない結論」（無限定適正意見）を受領している。
· ××年6月に、公認会計士・監査審査会から監査に品質が著しく不十分である場合に行われる行政処分等の勧告がない旨記載の「検査結果通知書」を受領している。　
· ××年4月1日監査法人から「会計監査人の評価に関する説明書」にて報告を受けた。
➢　上記の通り監査法人に対する２件の審査機関の審査も問題はないことを確認した。



第２　監査チーム
	2-1　監査チームは独立性を保持しているか。

	· 監査チームのメンバーの独立性は、××年8月21日に確認されており、全てのメンバーが独立性の研修の受講とインサイダー取引規制の研修も受講し所内規則の遵守を宣誓している。又、監査責任者のローテーションも遵守され適切に実施されている。
➢　××年4月1日監査法人から「会計監査人の評価に関する説明書」にて上記の内容の報告を受け、問題はないと判断した。



	2-2　監査チームは職業的専門家として正当な注意を払い、懐疑心を保持・発揮しているか。

	· 監査責任者は監査中職業的専門家としての懐疑心の保持・発揮に努めるとともに、監査チームのメンバーに対しても周知，徹底を図っている。
· 監査チームのメンバーは、日本公認会計士協会が会員に要求する継続的専門研修制度の要件を充足し、専門家として相応しい能力を維持向上するため定められた研修を受講している。
・　監査チームのメンバーは、原則として公認会計士の資格保有者、同試験合格者より構成された専門家集団である。
➢　××年4月1日監査法人から「会計監査人の評価に関する説明書」にて上記の内容の報告を受け、問題はないと判断した。



	2-3　監査チームは会社の事業内容を理解した適切なメンバーにより構成され、リスクを勘案した監査計画を策定し、実施しているか。

	· 監査法人は、監査、会計だけでなく、産業に関する適切な知識と経験を有する専門家を監査業務に従事させている。また、ローテーションによりメンバーの交代は行われるが、当社業務に熟知したメンバーが残るなど、監査に支障がないよう配慮された異動が行われている。
· 当社業務を熟知したメンバーの配置により、当社の業務のリスクを十分把握した上で適切な監査計画が策定・実施され、引き継ぎに際しても、不正リスクを含む監査上の重要な事項が伝達される体制も整備されている。
➢　上記の通り、問題ないと判断する。



第３　監査報酬等
	3-1　監査報酬（報酬単価及び監査時間を含む）の水準及び非監査報酬がある場合はその内容・水準は適切か。

	· 監査報酬の算定は、翌年度の見積作業時間に報酬単価を乗じて算定されている。当事業年度（××年×月期）の報酬総額は、子会社の報酬も含めて連結ベースで××××万円である。
・　当事業年度における非監査報酬については該当がない。
➢　この金額は前年比較で+××万円であるが、持株会社への移行、子会社の増加など監査時間の増加もあり妥当な金額と判断した。
〔参考〕報酬の推移　××年×月期（××××万円）、××年×月期（××××万円　連結決算へ移行）、××年×月期（××××万円）



	3-2　監査の有効性と効率性に配慮されているか。

	· 会計・監査の論点を事前に抽出し決算の方向性を決め、また、監査日程につき事前に監査チームと当社で綿密な協議を行うことで、日程通りの効率的・効果的な監査・報告が行われている。
· 監査チームは、監査時間について継続的に計画と実績の分析を行い、必要に応じて追加メンバーの導入や変形労働制の採用による適切な労働時間の配分を行っている。
➢　上記の通り、業務が複雑化する中効率的な監査を実施していると考える。



第４　監査役等とのコミュニケーション
	4-1　監査実施の責任者及び現場責任者は、監査役等と有効なコミュニケーションを行っているか。

	· 監査チームは、監査の課程で生じた問題点及び監査役の監査に資する情報を共有するため監査役と定期的に協議・報告の場を設けている。××年××月期は6回実施した。（予定を含む）
· 監査役としても協議の場には社外監査役も含めて３名全員参加し、監査チームにも有用な最新の社内情報等を共有するよう心がけている。その他、常勤監査役と監査チームは必要に応じて都度面談やメールにて意見交換・協議を行っている。
➢　上記の通り、監査チームと監査役のコミュニケーションは十分にとれていると考える。
〔面談実績〕
　××××年04月22日　　第××期会社法監査結果報告会
　××××年05月20日　　金融商品取引法監査結果報告
　××××年 ７月13日    第１四半期レビュー結果報告
　××××年10月09日　　監査役へのヒアリング
　××××年10月09日　  監査計画概要説明
　××××年10月09日　　第2四半期レビュー結果報告
　××××年××月12日    第3四半期レビュー結果報告
  ××××年××月19日　　期末会計監査結果報告会日程等協議
　××××年××月21日    会社法監査結果報告
　××××年××月（予定） 金融商品取引法監査結果報告



	4-2　監査役等からの質問や相談事項に対する回答は適時かつ適切か。

	· 上記、4-1記載の定例報告会のほか、常勤監査役は監査チームに対して都度面談やメールにて意見交換・協議を行っており、質問等に対しても適切に回答がなされている。
➢　上記の通り問題ないと判断した。



第５　経営者等との関係
	5-1　監査実施の責任者及び現場責任者は、経営者や内部監査部門等と有効なコミュニケーションを行っているか。

	・　監査チームは、監査上の問題点等について定期的に経営者と面談の機会をもち、相互に報告・協議を行っている。
· さらに、監査チームは必要の都度CFOとの協議の場を設け意見交換を実施している。
· 監査チームは、内部監査部門とのコミュニケーションを通じて、内部監査部門の監査報告を閲覧して監査結果上の不備・リスク等を把握し、より効率的な監査のための一助としている。
➢　下記の面談実績からも監査チームと経営者等とは十分なコミュニケーションがとれており、相互にリスク情報を共有していると判断した。
〔経営者ヒアリング実績〕
　　××××年11月16日



第６　グループ監査
	6-1　会計監査人は、グループ全体の環境を理解し、量的重要性に加え質的重要性も勘案し、重要な虚偽表示リスクを適切に評価しているか。

	· 監査チームは当社の主要関係会社について監査を実施し子会社等のリスクも把握しており、監査役のリスク認識と相違はなく一致している。
➢　上記の通り子会社リスクについて適切に評価していると判断した。



	6-2　監査実施の責任者及び現場責任者は、親会社と子会社の関係における不正リスク及び監査上の問題点を適切に評価、対応しているか。

	· 監査チームは、親子会社間の取引について監査するとともに、監査役から利益相反取引等の情報を入手するなど、当社と子会社間の不正リスク・問題点について適切に対応している。
➢　上記の通り問題はないと判断した。



第7　不正リスク
	7-1　監査法人の品質管理体制において不正リスクに十分な配慮がなされているか。

	· 監査法人は、「監査における不正対応基準」に従い、××××年4月1日付「会計監査人の評価に関する説明書」に記載の「教育・研修」等各項目のとおり、不正リスクに関する取扱い基準を整備し運用されていることを確認した。また、監査法人の品質管理システムについては、××××年10月9日「会社計算規則第131条に基づく監査役等への通知事項」で説明を受けている。
➢　上記の通り適正に運用されていると判断した。



	7-2　監査チームは監査計画策定に際し、会社の事業内容や管理体制等を勘案して不正リスクを適切に評価し、当該監査計画が適切に実行されているか。

	· ××××年10月9日に説明を受けた「監査及び四半期レビュー計画概要説明書」Ⅱ．１．（２）に記載の「不正リスクに対応した監査計画」のとおり、当社及び企業環境の状況を十分把握のうえリスクアプローチに基づく監査計画を策定し、これに基づく監査が行われた。加えて、監査チームは、当社固有の監査上の重要課題として、子会社有価証券の評価、のれんの評価問題ついて計画に折り込み監査を実施した。
➢　監査チームは、監査計画で当社特有の不正リスクを抽出し、適切な監査が実施されていると判断した。



	7-3　不正の兆候に対する対応が適切に行われているか。

	· ××××年4月1日付「会計監査人の評価に関する説明書」に記載の通り、当社においては不正の兆候は該当がない旨の報告を受けている。なお、仮に不正の兆候があった場合の確認手順等については上記「説明書」にて報告を受けている。
➢　上記の通り当社においては該当がない旨報告を受けた。



出所　質問事項は、日本監査役協会　会計委員会　「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実務指針　改訂版」　
2017年10月13日　付録　監査調書例を基に作成
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